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まえがき 

この規格は，産業標準化法第 16 条において準用する同法第 12 条第 1 項の規定に基づき，一般財団法人

エネルギー総合工学研究所（IAE）及び一般財団法人日本規格協会（JSA）から，産業標準原案を添えて日

本産業規格を改正すべきとの申出があり，日本産業標準調査会の審議を経て，経済産業大臣が改正した日

本産業規格である。これによって，JIS Q 50001:2011 は改正され，この規格に置き換えられた。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣及び日本産業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 

注記 工業標準化法に基づき行われた申出，日本工業標準調査会の審議等の手続は，不正競争防止法

等の一部を改正する法律附則第 9 条により，産業標準化法第 12 条第 1 項の申出，日本産業標準

調査会の審議等の手続を経たものとみなされる。 
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日本産業規格          JIS 
 Q 50001：2019 
 (ISO 50001：2018) 

エネルギーマネジメントシステム－ 

要求事項及び利用の手引 

Energy management systems-Requirements with guidance for use 

 

0 序文 

この規格は，2018 年に第 2 版として発行された ISO 50001 を基に，技術的内容及び構成を変更すること

なく作成した日本産業規格である。 

0.1 一般 

この規格の狙いは，組織が，エネルギー効率，エネルギーの使用及びエネルギーの使用量を含む，エネ

ルギーパフォーマンスを継続的に改善するために必要なシステム及びプロセスの確立を可能にすることで

ある。この規格は，組織のエネルギーマネジメントシステム（EnMS）の要求事項を規定している。EnMS

を成功裏に実施することは，エネルギーパフォーマンスの改善の文化を支援する。その改善は，組織の全

ての階層，特にトップマネジメントからのコミットメントにかかっている。多くの場合，このことは組織

文化の変革を伴う。 

この規格は，組織の管理下にある活動に適用される。この規格は，システムの複雑さ，文書化した情報

の程度，利用可能な資源を含む，組織特有の要件に合わせて適用することができる。この規格は，EnMS

の適用範囲及び境界の外にあるエンドユーザーによる製品使用には適用されず，また施設，設備，システ

ム，又はエネルギー使用プロセスの範囲外の製品の設計にも適用されない。この規格は，EnMS の適用範

囲及び境界内の施設，設備，システム又はエネルギー使用プロセスの設計及び調達に適用される。 

EnMS の開発及び実施には，適用可能な法的要求事項及びその他の要求事項を満たしながら，エネルギ

ー効率，エネルギーの使用，エネルギー使用量に関連するエネルギー方針，目的，エネルギー目標，及び

行動計画が含まれる。EnMS は，組織が目的及びエネルギー目標を設定して達成し，エネルギーパフォー

マンスを改善するために必要に応じて処置をとり，この規格の要求事項に対するシステムの適合を実証す

ることができるようになっている。 

0.2 エネルギーパフォーマンスのアプローチ 

この規格は，エネルギーパフォーマンスを継続的に改善させることに焦点を当てた，体系的でデータ駆

動型かつ事実に基づくプロセスの要求事項を示している。エネルギーパフォーマンスは，時間の経過とと

もに効果的かつ測定可能な結果を確実にするために，この規格で導入された概念に統合された重要な要素

である。エネルギーパフォーマンスは，エネルギー効率，エネルギー使用及びエネルギー使用量に関連す

る概念である。エネルギーパフォーマンス指標（EnPIs）及びエネルギーベースライン（EnBs）は，組織

がエネルギーパフォーマンスの改善を実証できるように，この規格が扱っている二つの相互に関連した要

素である。 

0.3 Plan-Do-Check-Act（PDCA）サイクル 

この規格に記載されている EnMS は，Plan-Do-Check-Act（PDCA）の継続的改善の枠組みに基づいてお


